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研究成果の概要（図・グラフは使用しないこと） 

 本研究は、社会階層研究の中でも、社会意識と行動、社会ネットワーク保有に関する実証分析を目的として、と

くに、有力者との人間関係保有と、将来認識や社会意識の関連に着目し、独自の社会調査データを分析することを

目的とする。各種の参加行動や、将来の生活に関する不安感や、経済見通しなど将来の社会認識についての分析も

重視する。社会意識の地域間と、国際間の比較も重視し、既に調査を実施した各国におけるデータも用い実証研究

を行う。このため、米国ウィスコンシン大学マディソン校に滞在し意見交換と情報収集を行う。 

 人々の将来への認識や将来予測は、行動の重要な規定因であることはよく知られている。しかし、将来への不安

感や将来認識についての分析、社会意識とネットワークの関連についての実証研究は、あまり多くはない。震災後

の不安感や将来予測に関して、申請者は現地の大学と協力しつつ、既に独自の統計的社会調査を行い分析中であ

る。その結果、不安感は経済的地位や、関係的資源保有に規定されていることが分かっている。社会関係資本（social 

capital）研究やネットワーク研究は最近注目されており、重要な研究も存在する。社会意識や不平等について研

究する上でも、ネットワーク保有について解明することは重要である。 

 いかなる民主主義社会も、非公式な人間関係を否定するものではない。その結果、人々の保有する有力者との人

間関係や、政治的影響力には、様々な不平等が存在する。民主主義は平等を原則とするが、現実の民主主義社会に

おける政治的影響力は全員が等しくはない。社会的資源を多く持ち地位が高いものほど人間関係を保有し、政治に

参加し、影響力を持つからである。このことは、主として政治参加研究や資源動員論の文脈において指摘されてい

る。日本は平等な社会と言われてきたが、最近では格差拡大に関する議論も盛んであり、将来への意識や、今後の

格差の動向に関する研究は重要である。しかし格差といっても所得や資産、学歴、政治的影響力、人間関係の保有

など、多次元的に測定することが可能である。本研究は、これらの複数の次元と、行動や、社会意識との関連につ

いてデータ分析し、新たな知見を得ることを目的とする。また、社会階層と社会移動研究の最新の動向を把握する。 

 米国における計量社会学の中心地であるウィスコンシン大学マディソン校に訪問研究員として滞在し、最近の

社会階層研究や人口統計学研究、分析の方法論などに関して、情報収集を行った。本大学は、米国における大学院

ランキングブックのSociology部門で１位になっており、とくに計量社会学について、非常に優れた研究成果を挙

げている大学である。ウィスコンシン大学にて、社会学部の教授などにお会いして、最近の米国における社会学研

究の動向や、世界的な格差拡大、日本の震災後の社会調査結果等に関して意見交換をし、各種の研究会に参加し情

報収集をした。また、ウィスコンシン大学ホワイトウォーター校の社会学のNeuman教授にもお会いして、同様に 
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意見交換した。アメリカ社会学会における共同報告を2015, 2016年度に２回行い、それをもとに英文の学術論文

作成中である。 

 ウィスコンシン大学 Center for Demography and Ecology による"Demography Seminar"や、Institute for 

Research on Povertyによる"IRP Seminars"に参加し、最新の研究状況について理解を深めた。また、シカゴ大学

における"The Donald J. Bogue Demography Workshop"に参加し、シカゴ大学社会学部の山口一男教授とお会いし

て意見交換した。Southern Political Science Association 2016 Conferenceや、Population Association of 

America 2016 conferenceにも参加した。 

  日本では、2015年度までに、仙台市、福島市、東京都における震災後の生活と意識に関する統計的社会調査を

実施した。これは震災被害や政策への意識、各種の社会意識、原発政策への志向、人間関係等に関する内容であ

る。2016 年度は、社会階層研究との関連を考えつつ、既存の他のデータと、被災地調査のデータ分析を行った。

英文論文"Social Status and Policy Preference: Attitude on Fukushima Nuclear Problem after the Great East Japan Earthquake"

としてまとめ、2016 年１月初めにアメリカ社会学会大会の発表申請を行い、３月に審査を通過したとの連絡を受

けたので、2016 年８月の大会で Disaster Paper Session にて発表した。また、2015 年８月大会で発表した内容

"Disa s t e r,  S oc ia l  Fa i rness ,  and  Soc ia l  S ta tus :  Damage  and  Soc ia l  Consc iousness  a f t e r  the  

Grea t  Eas t  J apan  Ea r thquake"に関しては、Neuman教授と共に分析を進め、英文論文として作成中である。

他に、いくつかの計量社会学に関する研究を進めつつあり、2016年9月に帰国後、日本社会学会や、韓国での学

会等において研究成果を発表した。今後は、これまでの学会発表をもとに、さらに学術書や学術論文として研究

成果をまとめる予定である。 
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